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Ⅰ　はじめに

　地表面における熱収支は、その土地の微気象
や，より大きな大気循環に影響を及ぼす．その熱
収支の変化は，降雨や植生の活動状態などのよう
な自然現象に影響されるほか，人為的な土地利用
の改変によっても変化する．後者が自然環境へ与
える影響は長期間に及ぶことが多い．人為的な土
地利用変化は，人間の生活様式を反映している．
都市化によって生じる農地から住宅地への変化は
その典型的な例である．つくば市でも研究学園都
市建設法の制定以来，人口が増加しており，2005
年 10月の調査によれば，20万人を越えたと発表
されている（つくば市役所ホームページ参照）．
それに伴い，つくば市では住宅化が進んでいる．
このようなことから，地表面での熱収支を監視
し，土地利用変化が熱収支に与える影響を評価す
ることは，地球環境を研究する上で必要である．
　筑波大学陸域環境研究センター（TERC）では，
1981年 8月より連続して気象観測を実施してい
る．その中の超音波風速計（SAT）によって測

定された顕熱フラックスを用いることにより，周
辺の土地利用の変化が熱収支に与える影響を評価
することができる可能性がある．TERCのように
SATを用いて 20年以上も連続測定をしている観
測所は稀であり，貴重なデータを収録していると
言える．この長期データを解析した研究例として
桜ほか（1999）や福田（1998）がある．これらの
研究では，1994年から顕熱フラックスが急激に
上昇していることが指摘された．しかし，この顕
熱フラックスの急激な上昇は，土地利用の変化の
みでは説明できないほど大きく，その他の要因に
ついては明確にされてこなかった．一方，運動量
フラックスは，1994年 4月以前のデータに過小
評価が見られることがわかっており，その原因は
観測システム内の信号増幅器の設定エラーによる
鉛直風速信号の回路内での飽和である可能性が指
摘されている（田・杉田，1996）．本稿では，そ
の鉛直風速信号の飽和が顕熱フラックスの過小評
価の原因でもあることを報告する．
　本研究の目的は，顕熱フラックスの過小評価の
程度を推定できる指標を見つけて，その指標を用
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いて過小評価を補正する式を得ることである．顕
熱フラックスを補正することによって，TERC周
辺の土地利用の変化が熱収支に与える影響を正確
に評価することができる．

Ⅱ　観測システム

　TERCでは，1981年の観測開始より 2003年 4
月までアナログ演算器で構成された観測システ
ム（以下，アナログ観測システムと称する）によ
りデータ収録を行っていた．2003年 4月以降は
浅沼ほか（2004）で説明されているデジタル観測
システムに移行している．第 1表に本研究で主に
用いる測定要素とその測定高度を記す．本研究で
補正を行う顕熱フラックスは高度 29.5 mの SAT

（Kaijo社，DAT－300）によって測定された値で
ある．以下では，顕熱フラックスの過小評価が起
こっていた期間（1981年の観測開始時から 1994
年 7月 7日まで）にデータ収録を行っていたアナ
ログ観測システムのフラックス算出方法を説明す
る．
　渦相関法によるフラックスの算出は，フラック
スメータと呼ばれるアナログ回路（光田ほか，
1973；第 1図）を用いて行われていた．このアナ
ログ回路は増幅器，ローパスフィルター（LPF），
ハイパスフィルター（HPF），乗算器から構成さ
れている．SATから出力される鉛直風速（w），

温度（t）が信号（± 1V）としてフラックスメー
タへ入力される．そこで，まず，増幅器（10倍）
を通過後，ローパスフィルター（LPF）とハイパ
スフィルター（HPF）から構成されるバンドパス
フィルターによって 10分間の移動平均からの変
動が出力される（鉛直風速の変動成分 w'，温度
の変動成分 t'）．そして，増幅器を通過後，乗算
器によって掛け合わされ鉛直風速変動と温度変動
との積（w't'）が得られる．この信号を LPFによ
り 10分間の移動平均とし，増幅をかけた後に出
力される．さらに，その出力信号をデジタル的に
1時間平均した結果，共分散である w

───
't'が記録さ

れていた（鳥谷ほか，1989）．フラックス観測に
おいて現在では多くの場合なされる SATの座標
変換や横風補正等は施されていない．
　フラックスメータの増幅器の倍率は，最初の増
幅器の倍率（× 10）を除き，変更可能であり，

第 1図　フラックスメータの回路図
wは鉛直風速信号，tは温度信号，プライム（'）
はそれぞれの変動成分，そして，w't'は鉛直風速
変動と温度変動の積を示す．LPF：ローパスフィ
ルター（ノイズ除去，および平均化），HPF：ハ
イパスフィルター（変動成分の取り出し），fc：遮
断周波数，τ：遮断時間，S：平均化時間，K1・
K2・K3・K4：増幅器・乗算器の可変倍率

測定要素 測定高度
風向 30.5 m
風速 a 29.5 m
運動量フラックス a 29.5 m
顕熱フラックス a 29.5 m
全短波放射 1.5 m
気温，露点温度 29.5 m
降水量，気圧 地上　
a南東（123度）の向き．ただし，1997年 7月 31日以
降は下の高度に設置してあった SATを北西（303度）
の向き，29.5 mに移動し，常時2方向で測定している．

第 1表　TERC気象観測のうち本研究で用
いる主な測定要素とその測定高度
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K1，K2は倍率 1，2，5，10より，K3は倍率 1，
10より，K4は倍率 1，5より選択可能である．
電気回路としては，増幅した結果として生じる電
圧値が仕様上で± 10 Vまで対応でき，それ以上
になると回路が飽和して正しい値が出力されなく
なる．実際には，信号電圧が± 11－± 12 V程度
までは問題無く動き，± 15 V（回路の動作電圧）
に達したところで完全に飽和する（カイジョー
ソニック，林孝明，私信，2004）．第 2表に 1994
年 7月 7日以前とそれ以降の増幅器・乗算器の倍
率設定を示す．1994年以前の顕熱フラックスの
過小評価は鉛直風速の信号が HPFの後の増幅器
（K1）によって飽和していたことが原因であると
考えられる．このことから，SATからの信号を
分岐し，1994年以前の倍率設定でのアナログ測
定システムによる測定と信号飽和の影響を受けて
いない生データの記録を同時に行い，得られた
データから顕熱フラックスの過小評価の程度とそ
れを説明する指標を見つけることを試みた．

Ⅲ　過小評価の推定と補正方法

　フラックスの過小評価を推定するために，上
述のアナログ測定システムでの測定と Labview

（National Instruments社製）を用いたデジタル
測定（浅沼ほか，2004）を並行して行った．測
定を行った期間は冬季で，2005年 11月 26日か
ら 2006年 1月 30日までの約 2ヵ月間である．ア
ナログ測定は，過去の過小評価を含む測定を再現
するために，増幅器の設定を誤っていた期間の設
定とした．一方，Labviewでのデジタル測定は

フラックスメータの手前で信号を分岐しているた
め，信号の飽和が生じていないデータを記録す
ることができる．サンプリング周期は 10 Hzであ
る．デジタルデータからのフラックス計算は上述
したようなフラックスメータのアナログ演算を模
して行った．デジタルデータから計算したフラッ
クス（w

───
't'd）を真値とし，フラックスメータから

得られたフラックス（w
───

't'a）の真値に対する比を
過小評価の割合とした．過去に生じていた過小
評価の原因が鉛直風速信号の飽和であると予想さ
れることから，その標準偏差（σw）を用いて過小
評価を推定することができると考えられる．よっ
て，デジタルデータから計算される σwを過小評
価の指標として，フラックスの過小評価を表す式
fを得た．式 fの関数形は任意である．

　　　　　　　　　　　　　（1）

なお，σwもフラックス計算と同様に 10分間の移
動平均からの偏差を変動成分とし，その標準偏差
として計算されている．式（1）の過小評価を表
す式を得る際には，データの精度を保証するた
めに，以下の制限によりデータを選択した．1）
1時間の平均風向が SATの開口部を中心にした
120度以内であること．2）w

───
't'aと w

───
't'dの絶対値

が0.01 Kms－1以上であること．3）水平風速（u），
w，温度（t）の尖度（K）が 2 ≤ K ≤ 5であること．
4）運動量フラックスと顕熱フラックスの定常性
ファクター（SF；Foken and Wichura, 1996）が0.7
≤ SF ≤ 1.3であること．5）吹上角度が± 10度以
内であること．6）降雨イベントが起こっていな
いこと．本研究の観測時には、SATが 29.5 mの
高度に南東と北西向きに設置されていたため、
風向に応じてデータを使用した．
　アナログ測定においては σwの記録は残されて
いないことから，フラックス補正の適用にあたっ
ては，σwを推定する必要がある．本研究では，
摩擦速度 u*（≡ － w

────
'u'）と大気安定度パラメー

観測開始から 1994年 7月 7日
1994年 7月 7日 から現在

K1 10 1
K2 10 10
K3 1 10
K4 5 5

第 2表　増幅器・乗算器の倍率設定
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タ ζ（式 2）から，接地層で成立する普遍関数
（式 3）を用いて，σwを算出した（Kaimal and 

Finnigan, 1994）．

　　　　　（2）

　　　　　　（3）

ここで、zは測定高度，d0はゼロ面変位，Lはオ
ブコフ長，kはカルマン定数（=0.4），gは重力加
速度，Tvは仮温度である．ゼロ面変位は TERC

周辺の平均的な値（4.0 m）を用いた（Hiyama et 

al., 1996）．ここで，問題となるのが，u*と ζはア
ナログ測定の記録から算出可能であるが，それぞ
れが鉛直風速信号の飽和の影響を受けているとい
うことである．そこで，まず，u*を別の方法か
ら推定することを考えた．大気安定度誤差の影響
については，「結果と考察」の節で述べる．
　u*を求める方法には，渦相関法の他にバルク
法がある．バルク法では，粗度長 z0と d0が既知
であれば，測定された接地層内 1高度の風速と大
気安定度から u*を算出することが可能である．
バルク式は以下の式で表される．

　　　　　　　　　　（4）

ここで，Uはタワー上部（29.5 m）での風速，Ψ

は大気安定度補正関数である．

（5）

ここで，x=（1－ 16ζ）1/4である．ただし，夜間は
接地層の高さが SATの測定高度（29.5 m）以下
になる場合があり，その時はバルク式による u*

の算出ができない．よって，本研究では，この
バルク式による u*の推定は，日中のデータに対
してのみ行う．この制限により，本研究では顕熱

フラックスの補正を，昼間のデータに対しての
み行った．式 4において，u*は右辺の大気安定
度補正関数内にも現れるため，u*は以下のよう
に再帰的に計算される．1）まず，第一回目の計
算において，中立成層を仮定して（すなわち，
Ψ=0），式 4から u*を求める．2）これより得ら
れるu*と測定された顕熱フラックス（このフラッ
クスは過小評価を含んでいる）を用いて，大気安
定度を計算し（式 2），再び，式 4から u*を計算
する．3）この 2の計算を繰り返し，結果が十分
に収束（計算される u*の変化が 0.0001以下とし
た）した時の値を最終的に求めた．この際に，過
小評価を含んだ顕熱フラックスを用いているが，
大気安定度補正関数Ψは，中立近くを除いては，
大気安定度によって大きく変化しない（第 2図）
ので，大気安定度（すなわち，顕熱フラックス）
の誤差が計算結果である u*に与える影響は比較
的小さい．式 4から u*を計算する際に，重要な
パラメータが z0である．本研究では，デジタル
データから計算された，それぞれ真値であるU，
u*，顕熱フラックスを用いて，式 4から風向毎に
z0を求めた．その結果を第 3 表に示す．過去の
データに適用する際には，この z0の正確な推定
がu*の計算に影響し，それが最終的に顕熱フラッ
クスの補正にも影響する．これについては，「結
果と考察」の節でその影響について考察をする．

第 2図　大気安定度補正関数
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Ⅳ　結果と考察

1．鉛直風速信号の回路内での飽和

　顕熱フラックスの過小評価の原因が，鉛直風速
信号の回路内での飽和であることを確認するため
に，顕熱フラックスの過小評価が起こっている時
のデジタルデータを調べた．その一部を第 3図に
示す．t'および w't'に係わる倍率設定は 1994年
7月 7日以前も以降も問題が無く，回路の飽和が
起きていないことが分かる．一方，w'の信号処
理途中の増幅器の倍率 K1に関しては，1994年 7
月 7日以前の設定値（K1=10）では大きすぎ，回
路内で信号が飽和してしまっている．これが原因
となり，この期間の w

───
't'が過小評価されたと考え

られる．また，風速が大きい場合には，1994年 7
月 7日以降の設定値（K1=1）においても w'信号
が飽和している可能性がある．なお，各ブロック
毎に回路内で飽和が起こらない鉛直風速 wと温
度 tの入力値を第 4表に示す．

2．顕熱フラックスの過小評価

　第 4図では w
────

't'aと w
────

't'dとの比（すなわち、顕
熱フラックスの過小評価の割合）を σwに対して
プロットしている．ただし，データ選択の制限
（2；フラックスの絶対値が 0.01 Kms －1以上）に
より，σwが小さい時のデータは除外されている．
σwが大きくなるにしたがい，フラックスの過小
評価は最初に急激に減少し，σwが 0.7 ms －1を越
えたあたりからは緩やかな減少を示した．σwが
1.5 ms－1を越えたところでは，w

────
't'aは真値である

w
────

't'dの 20%程度になっている．このように，フ
ラックスの過小評価が σwによってよく表されて

いることから，σwをフラックスの過小評価を表
す指標として用いることができる．昼間と夜間で
わけてデータを見てみると，夜間の顕熱フラッ
クスの方が昼間に比べて過小評価の割合が小さい
ことがわかる．これは，温度と鉛直風速との相関
に関係していると考えられる．観測期間中の典型
的な相関係数は，昼間と夜間に対して，それぞ
れ 0.4と－0.2であった．この相違により，昼間の
顕熱フラックスの方が，鉛直風速信号の飽和の影
響をより大きく受けているようである．本研究で
は，昼間のみのデータを補正するため，昼間の顕
熱フラックスの過小評価を表す式 f が必要であ
る．第 4図を見ると，昼間の過小評価の大部分が

風向　　　 z0（m）
北（33°以下，303°以上） 1.16
東（33°から 123°） 0.82
南（123°から 213°） 1.02
西（213°から 303°） 1.04

第 3表　本研究の観測時における粗度長 z0

第 3図　a）鉛直風速 w'，b）温度 t'，c）鉛直風
速と温度の積 w't'の時間変化
薄い実線がそれぞれの変動，濃い実線が
1994年 7月 7日からの倍率設定で回路
が飽和に達する値，点線が 1994年 7月
7日までの倍率設定で回路が飽和に達す
る値である
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0.8以下であることから，外挿をさけるために以
下のように式 fを得た．1）まず，夜間のデータ
に対して回帰式を得た．式の関数形としては，方
程式 y=a/（（x－b）+a）を選択し，非線型最小二
乗法によりパラメータ aと bを決定した．パラ
メータ bは顕熱フラックスの過小評価が無くなる
時の σwの値を表している．2）昼間の過小評価が
なくなる σwの値を夜間の値と同じであると仮定
し，パラメータ bを固定して，昼間のデータから
同様に回帰式のパラメータを得た（第 5表）．得
られた補正式を以下に示す．

　　　（6）

σwが 0.34 ms －1以下ではアナログ測定によるフ
ラックス w

─────
't'aが真値を表していると仮定した．

実際には，σwが 0.34 ms－1以下ではフラックスの
絶対値が小さいために，フラックス比が 1には
ならずに値がばらついてしまうが，これはフラッ
クスの絶対値が小さいことに起因する計算の不
安定さの結果である．顕熱フラックスの過小評価
は，σwが 0.7 ms －1以上では比較的よく式 6の近
くに分布しているが，σwが 0.7 ms －1以下ではば
らつきが大きくなっている．これが顕熱フラッ

1994年 7月 7日以前 1994年 7月 7日以降
設定 K1 = 10，K2 = 10，K3 = 1，K4 = 5 K1 = 1，K2 = 10，K3 = 10，K4 = 5
入力 x：鉛直風速 1 V = 5 ms－1 x：鉛直風速 1 V = 5 ms－1

y：温度 1 V = 50℃ y：温度 1 V = 50℃
（1）最初の増幅器（x10）の後 x：10 V = 5 ms－1 x：10 V = 5 ms－1

y：10 V = 50℃ y：10 V = 50℃
（2）増幅器（K1，K2）の後 x：10 V = 0.5 ms－1 x：10 V = 5 ms－1

y：10 V = 5℃ y：10 V = 5℃
（3）乗算器（K3）の後 xy：10 V = 25℃ms－1 xy：10 V = 25℃ms－1

（3）増幅器（K4）の後 xy：10 V = 5℃ms－1 xy：10 V = 5℃ms－1

第 4表　1994年 7月 7日以前と以降の倍率設定でのフラックスメータ各ブロックにおける最大許容信
号値
各ブロック通過後に 10 Vになる信号が記載されている．例えば，K4通過後に回路が飽和し
ないためには，w

───
't' < 5 ℃ms－1である必要がある

第 4図　顕熱フラックスの過小評価と鉛直風標準
偏差 σwの関係．実線が昼間のデータに
対する補正式，破線が夜間のデータに対
する補正式を示す

係数 推定 標準誤差 有意水準
夜間 a 0.56 0.030 2.0× 10－16

b 0.34 0.007 2.0× 10－16

昼間 a 0.35 0.016 2.0× 10－16

b 0.34b

b夜間の bと同一．

第 5表　非線型最小二乗法によって得られた
関数型 y=a/（（x－ b）+a）のパラメー
タ値，標準誤差，有意水準．夜間と
昼間のデータ数は，それぞれ 94 と
134である
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クスに与える影響は，顕熱フラックスの大きさに
よって異なることが考えられる．すなわち，顕熱
フラックスの値が小さければ，最終的な補正には
あまり影響しないが，顕熱フラックスが大きけれ
ば影響も大きい．

3．鉛直風速の標準偏差

　以上の解析により，顕熱フラックスの過小評価
を見積もる上で，σwの有効性が示された．しか
しながら，過去の観測では σwの記録が残されて
いない．よって，以下では「過小評価の推定」の
節で述べた σwの推定方法の有効性とその精度に
ついて調べる．鉛直風速標準偏差の接地層普遍関
数（式 3）から σwを算出するためには，u*と ζ

が必要である．そこで，式 4のバルク式を用いた
再帰的計算によって u*を算出した．z0は第 3表
に示されている値を用いた．第 5図はそのバルク
法によって計算した摩擦速度 u*bulkと渦相関法に
よって計算した摩擦速度 u*eddyの比較である．回
帰直線の傾きはほぼ 1に等しい．両者がよく一致
していることから，z0の値が正確にわかっている

場合には，バルク式から u*を精度よく求めるこ
とができると言える．計算において過小評価を含
んだ顕熱フラックス w

────
't'aを用いているが，得ら

れる u*の値には大きく影響していない．その理
由は，上述したように，強い不安定時には大気安
定度補正関数 Ψが大気安定度に大きく依存しな
いからである．
　次に，バルク法によって得られた u*bulkを用い
て，式 3から σwを求めた．推定された σwと測定
された σwの比較が第 6図で示されている．回帰
直線の傾きは 1.07となり，推定された σwが過小
評価されている結果となった．この原因は，式 3
を適用する際に過小評価された顕熱フラックスで
ある w

────
't'aから ζを算出していることである．こ

れより，不安定度（－ ζ）が実際より小さく計算
され，結果的にσwの過小評価につながっている．
特に，σwが 1.0以上の時に，絶対値としての過小
評価が大きい．しかしながら，第 4図からわか
るように，σwが 1.0以上の時はフラックスの過小
評価の割合が σwに対して大きくは変化しないこ
とから，顕熱フラックスの補正への影響は緩和さ
れると考えられる．

第 5図　バルク法で求めた摩擦速度 u*bulkと渦相
関法で求めた摩擦速度 u*eddyの比較．　
□：北，+：東，△：南，○：西．実線
は回帰直線を示す

第 6図　推定された鉛直風標準偏差と測定された
鉛直風標準偏差の比較．□：北，+：東，
△：南，○：西．実線は回帰直線を示す
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4．顕熱フラックスの補正

　第 7図は補正が施された顕熱フラックスとデジ
タルデータから渦相関法によって計算された顕熱
フラックスの比較である．回帰直線の傾きは 0.97
であり，1にとても近い．σwの推定時には過小評
価が見られたが，上述した理由により，顕熱フ
ラックスの補正には大きくは影響していない．顕
熱フラックスが 0.1から 0.2の間で誤差が大きく
なっているのは，補正式（式 6）の精度が σwが
0.7 ms－1以下の範囲に対して不十分であることが
原因だと考えられる．顕熱フラックスの値が大き
く，補正式と実際のフラックスの過小評価の差が
大きくなるという条件が重なった時に，顕熱フ
ラックスの誤差が大きくなる．

5．過去のデータ補正時の精度の評価

　以上は，正しい z0が既知であるという前提の
もとでの結果である．過去のデータにおいては，
z0の推定記録が残されていることは稀であり，
何らかの方法で推定しなければならない．その z0
の推定が過大，もしくは過小評価されていた場合
には，顕熱フラックスの補正にも影響を与える．
よって，本研究で観測されたデータを用いて，z0
を第 3表に示した値から変化させて，顕熱フラッ
クスの補正を行った．それにより，z0の推定誤差
が結果である顕熱フラックスの補正に与える影響
を評価した．第 6表は z0を 0.5倍から 2倍に変化
させた時の顕熱フラックス補正の結果を示してい
る．RMSEはデジタルデータから計算された顕
熱フラックスと補正が施された顕熱フラックス間
の平均二乗誤差，傾き・切片は両フラックスに線
形回帰を行った結果である．結果より，z0が 0.5
倍から 1.5倍の誤差を持つ場合には，顕熱フラッ
クスの補正にも± 15%程度の誤差が生じるよう
である．
　第 8図は過去の顕熱フラックスデータに補正を
適用した結果を示している．顕熱フラックスは 1
時間平均値であり，昼間の南風の時のみを示して

いる．第 8図 a）は補正前の顕熱フラックスを示
しており，1994年以前の顕熱フラックスが極端
に小さく，1998年以降と比べると半分以下になっ
ている．第 8図 b）と c）は異なる z0の推定を用
いて補正を行った結果である．前者では，本研究
の観測時に得られた z0（=1.02）を過去すべての
期間に対して適用しており，後者では 1992年の
z0（0.80：Hiyama et al., 1996）と本研究で得られ
た z0とを線形で内外挿した z0の値を用いている．
第 8図b）では，一定の z0が用いられているため，
第 8図 c）よりも補正量が大きくなっている．過
去の z0の値は正確には分からないが，その推定
が実際の z0の 0.5倍から 1.5倍の範囲であると仮

第 7図　補正された顕熱フラックスと測定された
顕熱フラックスの比較．□：北，+：東，
△：南，○：西．実線は回帰直線を示す

z0 RMSE 傾き 切片
0.5z0 3.40× 10－4 1.11 0.005
0.75z0 2.24× 10－4 1.03 0.005
z0 1.82× 10－4 0.97 0.006
1.25z0 1.97× 10－4 0.91 0.007
1.5z0 2.61× 10－4 0.86 0.008
2z0 5.05× 10－4 0.78 0.009

第 6表　z0の推定誤差が顕熱フラックスの補
正結果に及ぼす影響
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定すると，顕熱フラックスも± 15%以内の精度
で得られていると言える．この補正の正確さは，
過去の z0の推定の正確さに依存していることに
注意をする必要である．
　最後に，タワーを通して吹いてきた風に対して
以上の補正方法が適用できるかを調べた．風がタ
ワーを通して吹いている場合は，タワーの影響が
観測値に反映されていると考えられる．過去の観
測においては，SATが南東方向（123度）にしか
設置されていないため，そのような状況での補正
方法の適用性を調べた．そのために，風向と逆向
きに設置されている SATで測定されたデータを
用いて顕熱フラックスの補正を行い，その結果を
風向向きに設置されている SATで測定された真
値の顕熱フラックスと比較を行った．その結果，
顕熱フラックス間の RMSEは，1.89× 10 －4で，

回帰直線の傾きと切片は，それぞれ 0.97と 0.007
であった．これらの値は，タワーを通して吹いて
いない場合の結果とほぼ同じである（第 6表）．
このことから，本研究の補正方法はタワーを通し
て吹いてくる風に対しても有効であると言える．

Ⅴ　まとめ

　陸域環境研究センター（TERC）では，1981年
より連続して気象観測を行っているが，フラック
スメータ内の増幅器の設定エラーにより，顕熱フ
ラックスが過小評価されていたことが最近になっ
て判明した．よって，本研究では，過小評価され
た顕熱フラックスを再現し，同時に過小評価を受
けていないデータをデジタル測定することによ
り，顕熱フラックスの過小評価の割合とそれを補

第 8図　南風時，昼間のみを選択した 1時間平均の顕熱フラックスの経年変化．a）補正前．b）2005
年時の粗度長 z0を過去に適用．c）1992，2005年の粗度長 z0を線形内外挿して補正
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正する方法を得た．その結果と考察を以下にまと
める．この方法では，u*をバルク法から求める
必要があるので，昼間のデータのみに適用を限定
した．

1．顕熱フラックスの過小評価が起こっている時
のデジタルデータを調べることで，過小評価
の原因が鉛直風速 w'の回路内飽和であること
を確認した．また，1994年 7月 7日以降にお
いても，風速が大きい場合には w'信号の飽和
が発生している可能性があり，今後その影響
を調べる必要がある．

2．顕熱フラックスの過小評価は，鉛直風速の標
準偏差 σwによって表すことができ，σwが増
加するにつれて急激に過小評価は大きくな
り，σwが 0.7 ms－1を越えたあたりからは過小
評価は緩やかに大きくなった．過小評価を表
す式は，σwが 0.7 ms － 1以上では，比較的に
データと一致しているが，0.7 ms －1以下では
フラックスの過小評価を正確に表さない場合
もある．その際に，実際の顕熱フラックスが
大きいと絶対値としての誤差も大きくなる．

3．σwを残された過去のデータから推定するため
に，まず，摩擦速度 u*をバルク式から得た．
この u*の推定は，粗度長 z0が正確に分かっ
ていることを条件として，バルク式から正確
に求めることができる．そして，接地層での
普遍関数を用いて σwを推定した．この時，
過小評価を受けた顕熱フラックスを用いて大
気安定度を計算しているため，推定された σw

は，特に σwが 1以上で過小評価が大きくなっ
た（約 7%）．しかし，σwが 1以上の時は，フ
ラックスの過小評価が σwに対して大きくは変
化しないので，フラックスの補正に及ぼす影
響は小さい．

4．本研究で得た補正方法によって過小評価され
ている顕熱フラックスの補正が可能である．
しかし，この補正の精度は u*を求める際の z0
の推定精度に依存している．z0の推定が実際
の z0の 0.5倍から 1.5倍の範囲である場合に
は，顕熱フラックスを± 15%以内で補正する
ことができる．

5．本研究での補正方法は，風がタワーを通して
吹いている時のデータにも適用可能である．
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